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EPA による経済構造の改革は，生産性の上昇などを通じて，中長期的に持続可能な経済成長効果を発現す

ることが期待される。アジア太平洋では，TPP と RCEP の双方を推進し，FTAAP の構築を目指すべきである。

TPP を始めとした新時代の EPA には，関税削減に加えて，非関税措置の削減，サービス・投資の自由化など，

幅広い成果が期待される。そういった経済効果を享受するためには，まず，自らが国内の構造改革を推進する

ことが肝要である。
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メガ EPA の経済効果

Ⅰ　加速するメガ EPA の構築

2015 年 10 月５日，環太平洋パートナーシッ

プ（TPP：Trans	Pacific	Partnership）協定の

交渉が大筋合意に至った。同日発表された閣僚

声明では，TPP は「各国の国民に利益をもた

らす，野心的で，包括的な，高い水準の，バラ

ンスの取れた協定」とした上で，「各国間の貿

易及び投資の自由化に加えて，各国の発展段

階の多様性を考慮しながら，21 世紀に各国の

ステークホルダーが直面する課題に対処してい

る」とされている。「経済成長を促進し，高賃

金の雇用を維持し，イノベーション，生産性及

び競争力を向上させ，生活水準を高め，各国の

貧困を減らし，透明性，良質なガバナンス並び

に強力な労働及び環境の保護を促進する」こと

が期待されている。

TPP 交渉に日本が参加した 2013 年には，メ

ガ EPA（Economic	Partnership	Agreement）

と呼ばれる大規模な経済連携の交渉が加速し

た。アジア太平洋では，日本，中国，韓国

の３カ国の間での日中韓 EPA，また，東ア

ジア地域包括的経済連携（RCEP：Regional	

Comprehensive	Economic	Partnership） 交

渉が始まった（図１）。更に，世界的には，

日 本 と 欧 州 連 合（EU：European	Union）

の 間 で 日 EU・EPA， ま た， 米 国 と EU の

間 で 環 大 西 洋 貿 易 投 資 パ ー ト ナ ー シ ッ プ

（TTIP：Transatlantic	Trade	and	Investment	

Partnership）の交渉も始まり，TPP と併せて，

日米欧の三大先進経済圏の間での経済連携の動

きが加速している。

TPP 交渉の合意には，そういった世界的な

メガ EPA の形成を一層加速することが期待さ

れる。日本にとっては，当面，日 EU・EPA，
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更には，RCEP の交渉の動向が注目されよう。

Ⅱ　構造改革による持続的成長

本稿では，EPA が経済全体に与えるマクロ

的な経済効果について，経済モデルによるシ

ミュレーション分析を議論する。経済モデルは

言わば社会科学の実験室である。未だ体験した

ことのない経済政策の効果についても，それら

の相対的な重要性を比較しつつ，数量的に明ら

かにすることが出来る。

ただし，経済モデルが示すのは，将来の予

測とは異なる。EPA の経済効果に関しては，

EPA が実施された場合の経済の姿をそうでは

ない場合と比較し，どの程度の相違が生じるか

をシミュレーションしたものである。

また，本稿では，貿易投資の自由化円滑化

の効果分析の際に一般的に用いられる計算可

能 な 一 般 均 衡（CGE：Computable	General	

Equilibrium）モデルを用いて分析する。標準

的な CGE モデルが示すのは，図２の通り，

EPA の実施による経済効果が中長期的に落ち

着いた概ね 10 年程度後の姿と考えられる。ち

なみに，○％といった経済効果は，上述の通り，

将来のある時点でのものであって，それまでの

間の累積効果という訳ではない。

CGE モデルによる EPA の経済効果分析で

は，まず，貿易財の価格が低下することにより，

輸出が増加し，生産が増加すると考えられる。

また，輸入の増加は，産業間の生産構造を変化

させ，より効率的な生産資源，即ち，資本や労

働の再配分をもたらす。一方，輸入価格の低下

は，消費者にとっては，実質所得を増加させ，

実質消費も増加する。以上のような海外市場，

国内市場の変化が相まって，需要，所得，生産

が増加することになる。

更に，EPA にはダイナミックな経済効果も

期待される。所得の増加による派生的な貯蓄，

投資の増加を通じた資本形成は，将来的な生産

を増加させる経済成長の源となる。また，輸入

の増加に対応して，企業が生産性を向上させ

る競争促進的な効果も期待される。標準的な

CGE モデルでは，そのようなダイナミックな

経済効果を十分に織り込んでいないことから，

EPA の経済効果が過小評価されているとしば

しば批判されているところである。本稿で用い

ている CGE モデルでは，以上の資本蓄積効果，

生産性上昇効果をある程度織り込んでいる。た

だし，更なるダイナミックな経済効果の分析は

今後の課題である。

例えば，最近の CGE モデルの開発では，企

図１　アジア太平洋における経済連携の枠組

（出所）各種資料を基に筆者作成。

図２　EPAの経済効果のイメージ

（出所）筆者作成。
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業の異質性を導入することが注目されている。

同業種であっても，直接，海外へ輸出している

企業と，国内で親会社に製品を納入している下

請け企業があろう。EPA の実施による貿易障

壁の低下は，国内下請け企業が海外市場へ参入

する機会を与えることになる。これまで国際市

場で取引されていた製品に加えて，これまでは

国際市場で取引されていなかった製品の貿易が

増加し，相乗的な効果をもたらすことになる。

TPP の経済効果試算で世界的に知られる Petri

他（2012）では，そういった企業の異質性を考

慮することにより，EPA の経済効果は従来の

CGE モデル分析に比べて格段に大きくなると

指摘されている。

ここで，EPA の実施を始めとした経済構造

改革の効果は，中長期的に実現される一方，持

続可能であるといった重要な点に留意しておき

たい。当初のアベノミクスの第一の矢である金

融政策は，短期的な景気変動の調整には効率的

である。第二の財政政策は，景気を刺激する上

で効果的である。しかしながら，それらの経済

効果は，そういった政策の発動を元に戻してし

まうと，長続きするとは限らない。これに対し

て，経済構造の改革による効率的な資源配分，

生産性の向上などの経済効果は，中長期的にも

持続する。第三の矢の柱となる成長戦略と考え

られる。

Ⅲ　TPP と RCEP は相互補完的

TPP，RCEP， 日 EU・EPA，TTIP な ど の

メガ EPA が日本，中国，韓国，米国，EU に

与えるマクロ経済効果の筆者によるこれまでの

試算の概要は表１の通りである（APEC 各経

済に対する効果を始め，詳細は川崎（2014），

更に，Kawasaki（2015）を参考）。

試算結果からは，第一に，日本にとって，

TPP と RCEP は， ア ジ ア 太 平 洋 経 済 協 力

（APEC：Asia-Pacific	Economic	Cooperation）

経済全体からなるアジア太平洋自由貿易圏

（FTAAP：Free	Trade	Area	 of	 the	Asia-

Pacific）の構築に向けて，相互補完的であるこ

とが示されている。FTAAP で関税を撤廃し，

非関税措置も削減した場合の日本のマクロ的な

経済効果は，GDP 比で 3.2％程度と推計されて

いるが，その大きさは TPP の効果（1.6％），

RCEP の効果（2.8％）の何れも上回っている。

米国を中心とした TPP には，上述の通り，

「包括的な高い水準」が期待されている。中国

が参加する RCEP には，成長著しい巨大なア

ジア経済といった市場の拡大が期待されてい

る。TPP と RCEP は何れかを選択するのでは

なく，双方を推進し，FTAAP を実現すること

がより大きな経済効果を享受する上で重要であ

ると考えられる。TPP と RCEP は，アジア太

平洋の政治，外交の上では競争相手との見方も

あるが，経済効果に関する限り，相互補完的な

表１　経済連携のマクロ経済効果
（GDP 比，％）

関税の撤廃
TPP RCEP FTAAP 日 EU TTIP

日本 0.8 1.7 2.1 0.3 -0.1
中国 -0.3 1.8 4.1 -0.1 -0.1
韓国 -0.2 5.6 6.3 -0.1 -0.1
米国 0.1 -0.2 -0.8 0.0 0.2
EU -0.1 -0.2 -0.8 0.1 0.1

関税の撤廃及び非関税措置の削減
TPP RCEP FTAAP 日 EU TTIP

日本 1.6 2.8 3.2 0.8 -0.2
中国 -0.4 3.4 6.0 -0.2 -0.3
韓国 -0.6 6.4 7.1 -0.1 -0.2
米国 0.8 0.0 1.7 -0.1 0.4
EU -0.1 0.0 -0.6 2.0 2.0

（出所）Kawasaki	（2015），川崎（2014）。
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関係にあると言えよう。

他方，地域的な EPA に参加しないその他の

経済にとっては，参加国の間での貿易拡大効果

の一方で，そういった参加国の間との貿易転換

効果によるマイナスの影響が懸念される。EU

にとっては，FTAAP による関税撤廃のマイナ

スの影響（▲ 0.8％）は，日 EU・EPA（0.1％），

TTIP（0.1％）の何れの経済効果をも上回ると

推計されている。世界経済全体の包括的な成長

の観点からは，地域的な EPA は世界的な貿易

投資の自由化円滑化のための道筋の一つと位置

付けるべきであろう。

貿易投資の自由化円滑化が第三国に及ぼす影

響を巡っては，いわゆる「ただ乗り効果」の可

能性が指摘されている。自らが地域的な EPA

に取り組む努力をしなくとも，EPA を締結す

る国々の貿易拡大による恩恵がありえるとの議

論である。本稿の経済モデル分析は，そういっ

たただ乗り効果が限られていることを示してい

る。EPA の経済的な便益を享受するためには，

自らが EPA に参画することが重要であると言

えよう。

Ⅳ　引下げ余地の残る東アジアの関税

TPP と RCEP の何れがより大きな経済効果

をもたらすかは予断を許さない。これまでの試

算では，TPP，RCEP の何れの場合も，100％

の関税撤廃と 50％の非関税措置削減を前提と

した機械的な試算を行っている。実際の合意で

は，関税が撤廃されない品目もある。実際の経

済効果は，具体的な合意内容に沿って検証する

必要がある。

これまでの経済連携では，米国や先進諸国

が参加する自由貿易協定（FTA：Free	Trade	

Agreement））の方が東アジアにおける経済連

携よりもそういった実際の関税削減の水準も

高いことが指摘されている。実際，Kawasaki

他（2015）の分析では，東アジアで締結された

EPA における関税削減率は，それ程高くない

ことを示している。

東アジアでは，2005 年頃から，EPA 締結

の動きが加速している。東南アジア諸国連合

（ASEAN：Association	of	South-East	Asian	

Nations）10 カ 国 の 間 で は，ASEAN 域 内 の

FTA に加えて，ASEAN と日本，中国，韓国，

オーストラリア，ニュージーランド，インドそ

れぞれとのASEAN+1のFTAも締結済である。

以上の東アジアにおける FTA の実施の結

果，各国の関税がどの程度低下するか見てみる

と，図３の通り，東アジア各国の関税率は，必

ずしも大幅に削減される訳ではないことが示さ

れている。また，各国間で，FTA が実施され

る前の 2004 年頃の関税水準，FTA が実施され

た後の将来のある時点での関税水準などに，大

きな相違も見られる。

地域的な EPA の締結に当たっては，関税

と貿易に関する一般協定（GATT：General	

Agreement	on	Trade	and	Tariff）によって，

貿易の大層をカバーする必要があるとされてい

る（substantial	coverage）。具体的な数値は明

図３　東アジアの関税率の推移

（出所）Kawasaki 他（2015）。
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示されていないが，貿易交渉の当事者の間では

90％程度とされている。

ただし，その割合は，タリフラインという関

税分類の品目の数で議論されることが多い。関

税品目の数で 90％をカバーしていても，関税

の支払額が 90％削減される保障はない。残さ

れた 10％の品目には，より高い関税が課せら

れたままになっていることも考えられる。

実際，Kawasaki 他（2015）の分析では，タ

リフラインでみた東アジアの EPA による関税

の譲許率は 90％程度を満たしているが，関税

の総支払額の削減率，あるいは，貿易ウェイト

でみた平均関税率は，インドでは 40％，日本，

韓国でも 60％程度と，さほど引き下げられる

訳ではないことが示されている。東アジアで

は，これまで EPA 締結の努力が積み重ねられ，

一定の成果を上げてきたものの，更なる関税削

減の余地が残されていると言えよう。

Ⅴ　より大きな非関税措置削減の効果

これまでの試算結果からは，第二に，関税の

削減に加えて，非関税措置の削減により，経済

的な便益が拡大することが示されている。米国

にとっては，TPP による関税撤廃の経済効果

（0.1％）に比べて，非関税措置削減も併せた効

果（0.8％）は，遥かに大きくなると推計され

ている。上述の通り，TPP は，モノだけでな

く，サービス，投資など幅広い分野で 21 世紀

型の新たな経済統合ルールを構築する野心的な

試みである。非関税措置の削減には，より大き

な経済効果が期待される。また，EU でも，日

EU・EPA，TTIP ともに，関税撤廃による経

済効果（0.1％）に比べて，非関税措置の削減

も合わせた効果（2.0％）が各段に大きくなる

と推計されている。先進諸国の間では，最早，

関税は十分に引き下げられ，その経済効果も限

られているのが共通と言えよう。

更 に，Kawasaki（2015） で は，FTAAP の

経済効果を自らの関税撤廃や非関税措置の削

減による効果と APEC の相手経済によるそ

ういった措置による効果に分割して推計し，

ASEAN 諸国など自らの措置による経済効果が

相手経済の措置による効果を大幅に上回ること

を示している（図４）。EPA は国際的に交渉さ

れるが，その経済効果を享受するためには，自

らが国内において経済構造の改革に取り組むこ

とが肝要であることが示唆されている。

なお，表１に示される試算では，韓国の非関

税措置削減による経済効果がさほど大きくない

結果となっているが，妥当性は更に検討の必要

がある。これまでの試算では，前提となる非

関税措置の関税等価率は，世界銀行が推計し

た貿易制限指数（TRI：Trade	Restrictiveness	

Index）を用いている。韓国の TRI はほぼゼロ

と推計されているが，その推計自身，見直す

必要がある。例えば，これまでの非関税措置

の計測に当たっては，世界貿易機関（WTO：

World	Trade	Organization）への通報に基づく

ものもあるが，各国が通報しない限り，非関税

措置として計測されていない可能性がある。非

図４　自らのEPA措置による経済効果の割合

（出所）Kawasaki（2015）.
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関税措置の計測は，依然として今後の分析課題

である。現在，国連貿易開発会議（UNCTAD：

United	Nations	Conference	 on	Trade	 and	

Development）では，各国の非関税措置に関す

る情報を自ら収集する調査を行っている。包括

的な調査によって，各国の非関税措置のデータ

が更新，改善されることが期待されている。

Ⅵ　重要な第三国への波及効果

非関税措置削減の効果で，関税削減と比較し

て特筆されるべきは，EPA を締結する域外の

国々への波及効果である。関税の削減は EPA

を締結する国々の間だけに適用されるが，非

関税措置の削減は EPA を締結する国々以外に

も，言わば最恵国待遇（MFN：Most	Favored	

Nation）のように均霑される可能性が高い。例

えば，日本の製品の技術的な基準を変更する場

合，法律を改正する際には，EPA を締結する

国々からの輸入に限定することなく，何れの国

からの輸入の際にも適用されることになる。日

本の製品の基準は一本化されているので，輸入

相手国によって異なる基準は設けることが出来

ないのである。

このことは，経済効果の面で大きな意味を持

つ。即ち，関税削減であれば，世界全体からの

輸入のうち，EPA を締結する国々からの輸入

分しか，経済効果が生じないのに対して，非関

税措置の削減の効果は，EPA を締結する国々

からの輸入だけでなく，世界全体からの輸入で

効果が発現することになるのである。例えば，

日本の輸入に占める TPP 各国の割合は４分の

１程度であるが，非関税措置の削減が世界全体

に適用されるとすると，TPP 各国からの輸入

のみに適用される場合に比べて４倍の経済効果

が期待出来ることになる。

従って，経済効果の試算に当たっては，この

波及効果がどの程度になるかを見極めることが

重要なパラメータの 1 つとなる。非関税措置の

関税等価率の水準自身よりも，この波及効果の

度合いが，経済効果の大きさを左右すると言っ

ても過言ではない。

本稿のこれまでの経済モデル分析では，この

波及効果は 50％と想定している。日 EU・EPA

交渉の開始に当たって経済効果分析を行った

EC（2012）では，実証分析の結果を基に 65％

とされている。これに比べれば，多少，控えめ

な想定と言えるが，実際の波及効果の度合い

は，締結される EPA 協定の内容に即して，再

考されるべきである。

Ⅶ　貿易政策の経済効果分析の確立

TPP の交渉，また，対応策や条約締結の議

論に当たっては，日本政府は経済効果の分析に

務めてきている。これまでは，EPA 交渉の開

始に当たって，相手国と産学官の共同研究会を

開催し，一定の経済効果分析を行ってはきたも

のの，交渉が終了した後，改めて，経済効果分

析が示されたことはなかった。

ただし，こういった経済効果分析の報告

は，欧米では法令で位置付けられ，従来から

行われてきている。米国では，貿易促進権限

法（TPA：Trade	Promotion	Authority	Act）

により，政府からは独立の準司法機関である

国 際 貿 易 委 員 会（ITC：International	Trade	

Committee）が，大統領が EPA 協定に署名し

た 105 日以内に，大統領及び議会に対して，

経済効果を分析，報告することが義務付けら

れている。また，欧州委員会（EC：European	
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Commission）では，EPA 交渉の開始前，途中，

合意後の３度，それぞれ経済効果分析を行うこ

ととされている。

日本でも，EPA の締結に当たっては，欧米

先進国に倣った経済効果分析の体制が確立され

ることを期待したい。
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